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今回のテーマ：管理職にもタイムカードを打たせる必要が？！ 

Ｑ．法律改正により、管理職もタイムカードを打つ必要があると聞きました。それは、本当

なのでしょうか？  

 

Ａ．働き方改革関連法に伴い労働安全衛生法が改正されました。労働安全衛生法 第６６条の

８の３によると「事業者は、医師による面接指導を実施するため、厚生労働省令で定める

方法により、労働者の労働時間の状況を把握しなければならない。」とされました。ここで

の把握義務は、一般従業員だけに限らず管理監督者に関しても適用されます。 

  ところで、労働時間の把握方法としてタイムカード管理をしなければならないのか、と

いうご質問ですと少し勝手が違います。厚生労働省より出されている通達によると「タイ

ムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間（ログイン

からログアウトまでの時間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、労

働者の労働時間の状況を把握しなければならないこととしたものであること」とされ

ており、必ずしもタイムカードとは限りません。 

  なお、同様の通達の中で「把握した労働時間の状況の記録を作成し、３年間保存し 

なければならない」としていることも付け加えておきます。 

 

管理職に対して、労働時間の状況把握義務が課せられました！ 
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執筆者プロフィール 

滋賀県内外約４００社の企業を指導する中で培った人事労務の実務経験をベースにした

セミナーは分かりやすく、実践的であると大好評。最近では、「マイナンバーセミナー」に

て新聞・テレビなど、多くのマスコミの取材を受ける。セミナーはもちろん、雑誌への執筆

なども積極的に行っている。 

日本経営協会、商工会議所、商工会、大学などで、年間約８０回以上のセミナーを行う。 

 労務相談はお気軽に協会までご連絡ください！  
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